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2.8．真の創業チームの存在論的消去
内田三郎（FUC）は出資者として，起業の発案をした吉田五郎（FYO）とともに，そもそも精機

光学研究所という名前の下で創業した組織を，精機光学工業という社名に変更し，株式会社にま
で育て上げた。しかし内田は，自らの海外赴任中に生じた社内権力闘争の結果，不覚にもその社
名とトップ・マネジメントとしての権力を疑似創業チーム F（前号参照）に奪われた。社長の御
手洗毅（MMI）の下で1947年 9 月に社名がキヤノンカメラへと変更され，その翌月，内田は同社
を辞めることになった（上山, 1990: 181）。かくして，CA（1969年にキヤノンとなった企業体の前身

組織や同社の類型化を表す記号）から真の創業チーム Fが一掃され，存在論的に消えてしまったの
である。御手洗と前田武男（EMA）といった非創業者からなる疑似創業チーム Fが CAの企業経
営をになうことになった。
したがって，CAにおける社内権力闘争にかんする歴史的事実を次のように記そう。すなわち，
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企業レベルの歴史的事実 2 ．1940年代初頭の CA における社内権力闘争の結果としての真の創業
チーム F の存在論的消去
疑似創業チーム F ＝（MMI, EMA）は，戦時中1940年代初頭の FUC による一時的な海外赴任後，社
内権力闘争を首尾よくすすめることで，CA の企業経営をになうことになった。その結果，CA を
すでに辞めていた FYO に続いて FUC も1940年代後半に退社したことで，真の創業チーム F は CA

から存在論的に消えた。

そして内田は退社後，企業内政治の問題を先導した疑いがある御手洗と前田について次のよう
に述べている。すなわち，

（私が育てた）前田のおかげで御手洗はどうやらやっていけたんじゃないですかね。しかし，御手洗
も熱心だからね。……精密機械工業っていうものはね，やっぱり御手洗のような者が，わたしのよ
うな大ざっぱな男よりは，確かにむいているんです。株主からすればね，そのほうがやっぱりよ
かったのです（荒川, 1986: 198, 丸括弧内内田）。

このように内田は，自分が育てた前田がいなければ御手洗は成功できなかったこと，そして自分
よりも御手洗のほうが経営に向いていることを素直に認めた。
だがわれわれも，こうした内田の見解に同意せざるをえない。御手洗がトップ・マネジメント
として，前田の助力をえて CAの企業経営に尽力してこなかったとすれば，CAは際立った成功
を実現できなかったばかりか，日本のカメラ産業の劇的な発展も実現しなかっただろう。あるい
は反実仮想的にいえば，CA内部で企業内政治の問題がおきることなく，内田が企業経営に携わっ
たままだったとすれば，そのいずれも実現することはなかっただろう。CAの経営史を長期的に
観察すればわかるように，創業者を放逐した社内クーデターの是非にかんする価値判断を別とす
れば，結果的に疑似創業チームによる経営のほうがよりよいパフォーマンスを実現できたのでは
ないか，ということである。
内田と吉田の真の創業チーム Fは，CAから「存在論的」に消えた（企業レベルの歴史的事実 2）
が，御手洗と前田の疑似創業チーム Fは，それにとどまることなく，歴史的ナラティブの修正
によって創業にかかわる実際の歴史から内田と吉田の名前を「認識論的」に消すことにも従事し
たのである。この点については，後で詳しく立ち返るとしよう。

2.9．日本光学工業の協力会メンバーだった精機光学工業
他方，日本光学工業は社長の波多野義男の下で1944年 3 月，光学兵器の増産に向けて外注先の
確保のために技術指導や資金援助などを積極的に推進すべく，日本光学工業協力会108社を組織
化した。それにとどまらず同月，御手洗が東京都豊島区椎名町付近ですでに開業していた御手洗
産婦人科病院の買収を決定した（日本光学工業株式会社四十年史編集委員会, 1960: 21）。レンズ製造
にかんするケイパビリティ移転の対象となったという点で日本光学工業にとって先駆的事例と
なった精機光学工業は，日本光学協力会の幹事会社として取りまとめを行うことになった（森, 
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2014: 98）。そして第 2次世界大戦をへて，日本光学協力会は1953年 4 月に再結成された（日本光
学工業株式会社四十年史編集委員会, 1960: 31）。
かくして，日本光学工業と精機光学工業とのあいだには戦前の1940年代中頃，非対称的な上
下・優劣関係が存在していたとみなされる。すなわち，「親会社の人（々）が下請け工場に対し
て抱きがちな，ある種の感情……，ものの考え方やことばの端々になんとなくキャノン（精機光
学工業）を下請け工場視するようなふん囲気が（日本光学工業には）感じられたものだった」（荒
川, 1975: 82-83, 丸括弧内著者たち）。とはいえ，日本光学工業の軍需品生産のケイパビリティは，
精機光学工業の下請化によって関連産業にわたって広範に波及することになったのは事実である
（上山, 1990）。
とりわけ精機光学工業の場合，日本光学工業を解雇・定年となった人材の一部を従業員として
再雇用することで取り込み，自社のケイパビリティ進化を有効に実現した。たとえば，1937年12
月に東京都目黒区に完成させた新工場は，「フライス工場の神様」（ibid.: 16）とよばれた馬場豊
馬を工場長として迎え入れた。そのおかげで，NIからは兵器関係の仕事も回ってくるようになっ
た（ibid.: 16-17）。

2.10．御手洗体制下のキヤノンカメラ
CAは，キヤノンカメラへと社名変更した後，印象的な 3つの出来事を経験した。すなわち第
1に，CAは，登記簿，株主総会後に発表される営業報告書，そして新聞広告などに記される会
社・製品のロゴをキャノンからキヤノンへと変え，ヤという大文字を採用するにいたった。とい
うのも，「全体の見た目の文字のバランスを考え，きれいに見えるようにしたから」（https://

global.canon/ja/corporate/logo/）という理由だった。御手洗体制の下，そもそも内田が1935年に
登録した Canonの商標をあえて「キヤノン」と表記し，そうした象徴的な操作をつうじて内田
の影響を排除しようとしたのではないかと解される。
第 2に，CAは1947年11月，創立十周年記念式典を挙行した。御手洗社長はその席で，「わた

しのところでつくっているレンズは，日本光学のレンズとくらべて遜色ありません」（荒川, 1986: 

205-206）と述べた。その場には，日本光学工業の六代社長・長岡正男をはじめ 2人の常務取締
役・八木貫之と古丸辰治が参列していたが，恩を仇で返すような御手洗のそうした物言いに彼ら
3人は憤慨した（ibid.: 204; 日本光学工業株式会社50年史編集専門委員会, 1967: 78; 小倉, 2001: 70）。と
くに長岡は，「御手洗って男はけしからん奴だ」（荒川, 1986: 205）と言い捨てたという。
この点について，取締役会長として参列していた内田は次のように述べている。すなわち，

わたしはどっちかといえばね。恩義をうけた人にはね，徹底的につくすたちなんですから。だから
僕は，その時いってやったんだ。……過去をふりかえってみて，皆さんに感謝のことばをささげる
のが何周年のお祝いじゃないかと。このレンズの基礎をきずいたのはですね，種をうえてくれたの
は，砂山さんなんだと。……それに御手洗，お前自身が全部やったようなことをいってね。これは
もう僭越きわまる，ということをわたしがやったことがあるんです（ibid.: 206）。
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要するに，情の厚い FUC（内田）からみたMMI（御手洗）は，「手柄を独り占めする」ような仕
方で機会主義的（e.g., Aoki, 2010; Williamson, 1975）に行動したということだろう。
したがって，以下の歴史的事実を追加的に記そう。すなわち，

個人レベルの歴史的事実 4 B．非創業者 MMI の特徴
MMI は，情の厚い FUC（個人レベルの歴史的事実 1 ）とは対照的に，社長就任後は機会主義的にふる
まった。

第 3に，CAは，1940年代末のある年─1948年（上山, 1990: 181）ないし1949年（小倉, 2001: 

70）のいずれか─に，NI（1988年にニコンになった企業体の前身組織や同社の類型化を表す記号）

との光学ガラスをめぐる取引関係を終結させたとされる。つまり，御手洗体制下の CAは，小原
工業硝子製造所から全面的に光学ガラスを調達することにより，NIにたいする資源依存の状態
から完全に脱却した。それによって CAは，NIから独立したかたちで光学ガラスを調達し，レ
ンズ生産ができるようになった。その結果，CAは，光学ガラスの安定的な調達を確保すべく小
原工業硝子製造所にたいする株式所有を進展させ，筆頭株主である服部時計店（現在はセイコー
グループ）に次ぐ大株主となった（小倉, 2001: 70）。
したがって CA（キヤノンカメラ）は，かつて貴重なレンズの供給はもとより，レンズを生産す

るのに不可欠なケイパビリティの進化を NI（日本光学工業）に支援してもらったという心理的負
債の返却を，御手洗社長の下で実現したということだろう。その結果，CAは1940年代末には，
NIにたいする垂直的関係から脱却したと考えられる。そして両社は，新たに対等な競合として
立ち現れ，共進化的な水平的関係へと昇華するにいたったとみなされよう。

企業間関係レベルの歴史的事実 3 ．1940年代末頃の CA と NI とのあいだの水平的関係
CA は，機会主義的な MMI（個人レベルの歴史的事実 4 B）のおかげで，NI による CA への中核的な
モジュールの供給を基盤とした垂直的関係（企業間関係レベルの歴史的事実 1 ）だけでなく，そうし
た垂直的関係の下で行われた NI による CA へのレンズ生産のケイパビリティ移転（企業間関係レベ
ルの歴史的事実 2 ）にも起因した心理的負債を返却するにいたった。その結果，CA は，NI との垂
直的関係から脱却し，NI とのあいだに共進化的な水平的関係を新たに生成した。

トップ・マネジメントの役割という観点からすると，御手洗は，そうした水平的関係への昇華
を実現したという点で，内田と比べて有能だったのではないかと考えられる。この意味で，内田，
御手洗，前田の活動αをそれぞれαUC，αMI，αMAと記すならば，精機光学研究所の「第 1号従
業員」だった前田は，自分がネガティブ感情を抱いていた内田とチームを組んで活動した場合の
生産性 P（αUC, αMA）よりも，自分が社長になる可能性を実現してくれそうな御手洗とチームを
組んで活動した場合の生産性 P（αMI, αMA）のほうが高くなったのではないか，と考えるのが自然
であろう。かくして，エッジワースの意味での活動間の補完性に注目し，これを交差偏微分を用
いて表現すると，以下の不等式が成り立つ（e.g., Milgrom & Roberts, 1994, 1995; Roberts, 2004; Van 
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de Ven et al., 2013）。すなわち，

チーム・レベルの歴史的事実 3 ．疑似創業チーム F における 2 人の活動の補完性
疑似創業チーム F＝（MMI, EMA）において MMI の活動と EMA の活動は補完的で，以下の不等式が
成り立つ。

∂2P
∂αMIαMA

＞ ∂2P
∂αUCαMA

換言すると，CAのコア従業員の前田は，戦略を策定してくれる経営者を必要とし，それがな
ければ自らの生産性を増大させられなかった。ただし，前田がネガティブ感情を抱いていた内田
は，前田が存在せずとも，自ら出資した資金で購入した物的資産のコントロール権（e.g., Hart, 

1995）をつうじて自らの生産性を増大させることができたと解される。他方，前田と御手洗は，
それぞれ互いの存在を欠くことができず，物的資産のコントロール権だけではそれぞれの個人的
な生産性をうまく増大させられなかったと解されよう。したがって，Aoki（2010）の用語法によ
れば，内田と前田の関係は一方的不可欠性に，そして御手洗と前田の関係は相互的不可欠性に特
徴づけられるといえるかもしれない。
さらに，「キヤノン（CA）の人はニコン（NI）に足向けて眠れない」（日本カメラ博物館市川泰憲

氏による森亮資氏の facebookにたいするコメント, 2015年 7 月14日, 丸括弧内著者たち）といった過去
の垂直的関係の下での心理的負債を反映したいくぶん卑屈な価値観は，1930年代中頃までの内田
が主導する体制においては当然とみなされていたのだろう。しかし，1940年代末頃の CAと NI

とのあいだの水平的関係の生成は，情に厚い内田が創業した CAを横取りした機会主義的な御手
洗が主導する体制において，もはやそうした価値観が当然とみなされなくなったことを含意して
いた。
また御手洗は，そうした NIにたいする心理的負債の返却はもとより，彼自身が CAの真の創
業─キヤノンの用語法にしたがえば「開設」（https://global.canon/ja/corporate/history/01.html）

─に一切関与していなかったという歴史的事実の隠蔽・歪曲化・矮小化を意図的に図り，CA

の真の創業チームにたいする心理的負債の返却すらも実現することができた。

2.11．真の創業チームの認識論的消去
前田の助力をえて社内クーデターに成功した御手洗は，首尾よく社長の座をえるにいたり，勝
者として権力を有効に用いることで，歴史的ナラティブの修正（e.g., Anteby & Molnár, 2012; Foster 

et al., 2017; Suddaby et al., 2023）に積極的に従事した。 

第 1に，御手洗体制以降のキヤノンでは，しばらくのあいだ精機光学研究所の真の創業チーム
の存在をその経営史にかんする集合記憶から抹消し，社内でタブー視してきた時期があったこと
が挙げられる。そこで，キヤノンの HPを確認してみよう。HPから「キヤノンについて」とい
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うナビゲーション・バーを用いて「キヤノンの歴史 1933-1961─誕生から創業」（https://

global.canon/ja/corporate/history/01.html）というリンクをクリックすると，そこには1933年の出
来事として「東京麻布六本木に高級小型写真機の研究を目的とする精機光学研究所を開設

4 4

」（傍
点著者たち）とだけ記されており，内田と吉田という 2人の真の創業チームの名前が抹消されて
いることがわかる。その代わりに，CAの経営史のなかで写真付きで最初に登場する人物は，容
易に想像できるように御手洗をおいて他にはいない。この点にかんして，1942年の出来事として
「御手洗毅，精機光学工業株式会社社長に就任」と記してある。
すなわち CAでは，主として疑似創業チーム Fの手で歴史的ナラティブが修正されたことで，

真の創業チーム Fの存在は，歴史的事実とは反するかたちで CAの経営史にかんする集合記憶か
ら抹消され，認識論的にも消去された。

企業レベルの歴史的事実 3 ．1940年代後半以降の CA における疑似創業チーム F による歴史的ナ
ラティブの修正をつうじた真の創業チーム F の存在の認識論的消去
CA の真の創業チームは F＝（FUC, FYO）である（チーム・レベルの歴史的事実 1 ）にもかかわらず，
疑似創業チーム F＝（MMI, EMA）は，すでに退社していたという意味で存在論的には消えていた真
の創業チーム F の存在をタブー視し，1940年代後半以降，歴史的ナラティブの修正によって CA

の経営史にかんする集合記憶から認識論的にも消そうとした。

第 2に，御手洗自身，自分が創業チームではないことを隠蔽し，あたかも自分が創業チームの
メンバーであったかのような発言をつうじて，歴史的ナラティブを修正してきた点が挙げられる。
御手洗は1951年 2 月，他社の経営者と官僚との座談会で次のように述べている。すなわち，

私ども
4 4 4

，（1924年に創業して以来）かれこれ二十七年くらいになりますが，日本の重工業も軽工業も，
ある程度行詰ったんじゃないか，どうしてもその間の精密工業をひとつ志してみようじゃないかと
いうのが，私共

4 4

のスタートを切った始まりでありまして，精密工業というと，当時世界を風靡して
おったライカに負けないものをやろうじゃないかというので，会社を設立しまして，今日に至って
おるわけでございます（。）……当時は，単なる夢を描いておる者として物笑いになり，馬鹿にさ
れたもので，今につぶれるだろうと悪口を言われました。……私

4

は技術者を集めて，とにかく非常
に意を強うした，絶対に負けることはないから，諸君，ますますやってみぬかということで，全員
を奮起させましてやって来たわけです。おかげで，今日，ありていに申しますと，ある程度成功し
たと思います（御手洗, 1951: 138-139, 傍点・丸括弧内・旧字体変更著者たち）。

すなわち，御手洗はこの発言のなかで，（1） 精機光学研究所の真の創業年1933年を1924年に取
り違えた，（2） 「私ども」「私共」という表現により自分が創業チームのメンバーであることを暗
示した，（3） 自分のリーダーシップの下でキヤノンカメラの成功がもたらされたことを自慢した。
御手洗は，どうやら真の創業年1933年を曖昧化し，創業チームのメンバーになりすましながら，
キヤノンカメラの成功を導いてきた業績を強調したかったのかもしれない。
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他方，御手洗とともに疑似創業チームを組んだ前田（1966年に副社長就任）は，副社長をつと
めていた1967年，創立30周年を記念した社内報において，「キヤノンは昭和12年（1937年）の創
立の年より前，さかのぼって『精機光学研究所』に始まります」（前田, 1967: 4 ）と述べるにとど
まり，真の創業チームである内田と吉田の 2人の存在をタブー視し，彼らに言及することを意図
的に避けていたふしがある。
また，御手洗の甥・冨士夫（1995年に社長就任）が六代社長をつとめていた1997年，キヤノン
創立60周年を記念して，同社のトップ・マネジメントがほぼ全員投稿するかたちで発表されたと
いう意味で同社「公認」の雑誌には，「1937年，高級カメラメーカーとして創立

4 4

」（貿易之日本社, 

1997: 236, 傍点著者たち）と記されている。さらに興味深いことに，キヤノンの HPには，1937年
の出来事として「精機光学工業株式会社として創業

4 4

」と記されている一方，前述した1933年の出
来事である「精機光学研究所を開設

4 4

」とは明確に区別されている（https://global.canon/ja/

corporate/history/01.html, 傍点著者たち）。
また驚くべきことに，その雑誌にはこう記されている。すなわち，

1933年（昭和 8年）11月のある日，東京・六本木の……「竹皮屋ビル」の一室で，……男たち数人
が集って熱っぽく語り合っていた。……男たちは……吉田五郎（33歳），……内田三郎（34歳），内
田の友人で，精密工業に未来を予感し，資金面での援助を申し出る，医師の御手洗毅（32歳），内
田の元部下で，吉田の助手兼事務担当を務めることになった前田武男（24歳）……男たちはその夢
を実現するため，この日この部屋に集まり，ささやかな研究所を発足

4 4

させることになった（貿易之
日本社, 1997: 237, 傍点著者たち）。

つまり CAにとって，「開設」「発足」と「創立」「創業」とのあいだには大きな隔たりがあり，
これらの区別には，御手洗が不在だった事実（前者）と彼が在籍していた事実（後者）が反映さ
れている。しかし，CAによる一連の歴史的ナラティブの修正にもかかわらず，CAの真の創業
は1933年にさかのぼるという歴史的事実に注意しよう。
したがって，1969年にキヤノンとなっていた CAは，疑似創業チームの御手洗（1984年10月死

去）と前田（1977年 5 月死去）の双方が亡くなっていた少なくとも「創立60周年」の1997年の時
点では，真の創業チームの存在をタブー視し，抹消するという彼らの生前に確認された従来の仕
方を採用し続けるのではなく，むしろ疑似創業チームを創業チームのなかに紛れ込ませるという
新しい仕方へと転換するかたちで，従来の歴史的ナラティブの修正にかかわる戦略変化をすでに
実現していたようである。ただし，そうした戦略変化の正確な時期については不明のままなのだ
が。

企業レベルの歴史的事実 4 ．1990年代後半までに生じた CA における歴史的ナラティブの修正にか
かわる戦略変化
CA は，疑似創業チーム F＝（MMI, EMA）のメンバー双方がすでに亡くなっていた1997年（「創立」
60周年）までのあいだに，従来の歴史的ナラティブの修正にかかわる戦略変化を実現し，疑似創業
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チームを真の創業チーム F＝（FUC, FYO）のなかに紛れ込ませるという仕方への転換を遂げていた。

こうした変化によって，創業チームの存在を認識論的に削除するという CAのスタンス（企業
レベルの歴史的事実 3）はいくぶん緩和されたようにもみうけられる。このことは，前述のキヤ
ノンの HPとは対照的に，キヤノンカメラミュージアムの HPでは真の創業チームの名前に言及
し，内田を「吉田の義弟で経営の任を負っていた」（https://global.canon/ja/c-museum/product/

film2.html）と紹介している事実からも推論できるだろう。
第 3に，疑似創業チームの前田は，御手洗体制の下でも，自分が社長になりたいという野心に
駆動されることで，御手洗の英雄化のためにその業績を誇張・捏造するかたちで歴史的ナラティ
ブを修正してきた点が挙げられる。この点は，（1） CAの株式会社化に尽力したのは内田ではな
く御手洗であること，（2） CAでレントゲンカメラが開発されたのは御手洗の提案に起因してい
ること，を強調する「創立30周年」の1967年の時点での前田の発言（前田, 1967）に表れていよう。
まず，CAの株式会社化からはじめよう。内田によると，精機光学研究所が東京都港区六本木
の竹皮屋ビルから東京都目黒区中根に新設した工場へと1936年 6 月に移転し，日本精機光学研究
所になったのは，カメラ事業の将来的な見通しがついたためだとみなされるが，事業の発展とと
もに従業員数が増え，工場の増設が必要になったという（荒川, 1986: 153）。しかし，こうした事
業規模の拡大によってますます多くの資金が必要になっていく状況で，内田による個人出資の限
界が明るみに出た。一方，不適切な BMに由来する CAによる NIへの高い支払（企業間関係レベ
ルの歴史的事実 1）は，賃金支払などに向けた資金繰りを困難にしたと解される。かくして内田
は，第一徴兵保険（後に新日本生命保険，東邦生命保険をへて，1999年 6 月に破綻）の常務取締役・
正富照治をメンターとして株式会社化に取り組んだ。内田の努力によって1937年 8 月に株式会社
として設立された精機光学工業に監査役の 1人として加わったのが，内田の知人のなかの 1人に
すぎなかった御手洗その人であった（ibid.: 156-159）。
にもかかわらず，前田は次のように記した。すなわち，

御手洗社長は，……（昭和）12年（1937年）の春頃から額に汗せしながら，毎日毎日，お医者さん
の方の仕事が終わったあと友人やら親戚やら患者さんのところまで訪れて，将来性と企業の重要性
を説いて，株主を募られました（。）……キヤノンの会社が今日あるのは御手洗社長の熱意と個人
的信頼の賜であったと今も私はひそかに思って感謝もし，ここまできたことを心から喜んでおりま
す（前田, 1967: 4, 丸括弧内著者たち）。

実際，御手洗が監査役となったのは1937年 8 月の精機光学工業の創設時なのだが，取締役と
なったのは1939年 7 月のことである（清水, 1962: 109）。この前田が記した文章は，内田による株
式会社化の努力を隠蔽しているのにとどまらず，御手洗のリーダーシップこそが CAのカメラ事
業が社会的に受容されるのに不可欠だったとして，御手洗の視点からみて有利なかたちに歴史的
ナラティブを修正し，御手洗を英雄視し，そのトップ・マネジメントとしての正当性を高めよう
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としている。
つまりそれは，経営者が社会的認知にもとづいて他者目線で物事を考え，言語やコミュニケー
ションを駆使して自らの正当性を高めるための認知ケイパビリティ（e.g., Gavetti, 2012; Helfat & 

Peteraf, 2015）だけでなく，経営者の正当性を高めるうえで，過去にかんする認識のマネジメン
トを行う─歴史を戦略的資源として活用する─ための認知ケイパビリティも，ダイナミッ
ク・ケイパビリティのミクロ的基礎として重要だということを示唆していよう（e.g., Suddaby et 

al., 2020）。この点で，社長への野心を秘めていた前田は，当時の社長だった御手洗による高い評
価をえるために持ち前のすぐれた認知ケイパビリティを駆使したとみられる。
次に，CAにおけるレントゲンカメラの開発について吟味しよう。実際，CAでは1939年頃，
徴兵検査用などの一連のニーズが市場において高まっていたためにレントゲンカメラの開発に着
手した（上山, 1990: 125）。つまり，CAのレントゲンカメラの開発にかかわるストーリーは，機敏
に捕捉した市場のニーズがあくまでも起点なのであって，そうしたニーズにもとづいて顧客満足
を実現するような一連の機能を最終製品として設計するプロセス（e.g., Clark & Fujimoto, 1991; 

Teece, 2009）を示唆していよう。
ところが，前田は次のように述べた。すなわち，

昭和14年（1939年）頃御手洗社長が，日本は非常に結核が多い，結核というのは早期発見して，早
期治療をすれば治るんだから，カメラをこの方面に役立てようと提案

4 4

され（た）（前田, 1967: 5, 傍
点・丸括弧内著者たち）。

前田は，レントゲンカメラを先制的に「提案」した御手洗の先見性を強調することで，ここで
も御手洗の英雄視を続けている。
この見方は，キヤノン創立60周年を記念した同社「公認」の雑誌でも踏襲されている。すなわ
ち，

X線間接撮影カメラには医師である御手洗毅も重大な関心を寄せ，その開発にもっと力を入れるべ
きと会社に提唱する

4 4 4 4 4 4 4

。その発言に責任をもつ形で御手洗は監査役から取締役に転じ，自ら
4 4

X線間
接撮影カメラの開発促進に当たる

4 4 4 4 4 4 4 4

ことになる（貿易之日本社, 1997: 237, 傍点著者たち）。

とはいえ，1938年から1939年頃，ほとんど会社に出社すらしていなかった御手洗（個人レベルの
歴史的事実 4 A）が自らレントゲンカメラの開発にかんする先制的な提案・開発促進を実現した
というのは，現実的な話として想像しがたい。
実際，CAのレントゲンカメラの開発については，有力な歴史的証拠が存在する。すなわち，

真の創業チームの内田の遠縁だった伝染病研究所の岡西順二郎副所長は1939年初頭，CA（精機光

学工業）に連絡を取り，蛍光板に写されたレントゲン像をレンズをとおしてフィルム面に撮影す
る装置の製造を依頼した。しかし同社は，その製造に必要なケイパビリティを欠いていただけで
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なく，他の仕事で多忙であったために，その依頼を断った。だが1940年に入って，陸軍と海軍か
らの要請をうけた 2社のレントゲン機械メーカーは，レントゲン間接撮影のための検査用装置を
製造するよう CAに依頼した。当時，国との取引関係を強固にしたいと考えていた CAは，軍需
にかかわる今回の依頼をうけることにした（上山, 1990: 24-26）。少なくともこの歴史的証拠に依
拠する限り，MMI（御手洗）によるレントゲンカメラの開発に向けた先制的な提案・開発促進と
いうストーリーは現実とはほど遠く，棄却するのが妥当である。
したがって，以下の歴史的事実を追加的に記そう。すなわち，

個人レベルの歴史的事実 2 B．EMA の特徴
EMA は，自分が CA の社長になりたいという個人的な野心に駆り立てられた（個人レベルの歴史的
事実 2 A）ことで，MMI を英雄化するために，その業績を誇張・捏造するかたちで歴史的ナラティ
ブを修正してきた。

とくに，企業間関係レベルの歴史的事実 3─ CAは1940年代末頃，NIとのあいだの垂直的
関係から脱却し，NIとのあいだに共進化的な水平的関係を新たに生成するにいたったという事
実─に注目すると，以下のことがいえるように思われる。すなわち，NIがかつて中核的なモ
ジュールの提供やケイパビリティ移転をつうじて CAに与えた便益は，やがて日本のカメラ産業
自体の発展をつうじた外部性を示唆するスピルオーバーというかたちでの新たな便益として，長
い年月をへて自社へと戻ってきたということである。

CAと NIの企業間競争は，日本のカメラ産業の進化にとって重要な原動力の 1つをもたらし，
他社の新規参入ともあいまって多様な競合間の共進化に特徴づけられたレッド・クイーン効果
（e.g., Barnett & Hansen, 1996; Barnett & Sorenson, 2002）を招来したと考えられる。さらに，そうし
た企業間競争の結果，カメラ産業全体のパイが拡大することによって，当該産業に属したカメ
ラ・メーカーにとどまらず，補完的な財・サービスのサプライヤーをも含むカメラの全体的なバ
リュー・チェーンにたいしてスピルオーバー（e.g., Griliches, 1992; Jaffe, 1986; Romer, 1990）をもた
らしたと解される。かくして，日本のカメラ産業の文脈では，組織経済学のモメンタム定理
（e.g., Milgrom et al., 1991）が示唆するように，スピルオーバーが浸透した川上部門や川下部門に
おいて活動水準を増大させ，現在のケイパビリティとあいまって将来のケイパビリティを進化さ
せたのではないだろうか。

2.12．NIと CAの共進化ダイナミクス
以上，NIと CAの通時的比較の文脈で，個人，チーム，企業，そして企業間関係にかんする

一連の歴史的事実を同定した。1930年代中頃の CAは，アウトソーシングの志向性が高く，自社
内でカメラの生産に必要なケイパビリティを十分な水準にまで開発できていなかった。したがっ
て CAは，レンズやレンジファインダーなどの中核的なモジュールの供給を NIに依存するしか
なかった。かくして当時，CAと NIのあいだには垂直的関係が生成していた。このことは，NI
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が CAにたいして資源依存を背景とした権力を有していたことを意味していよう。
CAは，NIとのこうした垂直的関係から脱却するために，ケイパビリティ進化を必要とした。
その際，CAにとっては，自社内で必要なケイパビリティ開発を内部化するか，あるいは他社に
よるケイパビリティ移転に依存するか，のいずれかの選択肢があった。創業者のトップ・マネジ
メントだった FUC（内田）は，後者を選択し，NIにたいしてケイパビリティ移転を実行するよう
説得した。NIは1930年代末，CSRを志向したワイズ・リーダーシップを発揚することで CAへ
のケイパビリティ移転を決定した。ただし NIは，CAには取りまとめ役として108社のメンバー
からなる日本光学工業協力会のコーディネーションに従事させた一方，CAを光学兵器の増産に
向けた下請企業として，さらには協力会メンバーへのケイパビリティ移転の先駆的事例として有
効に活用できるという期待をも有していたことを，付随的に指摘しておこう（e.g., 森, 2014; 日本

光学工業株式会社四十年史編集委員会, 1960）。
ところで，FUCがシンガポールへの海外赴任により CAを一時的に離れていた1940年代初頭，

FUCにたいしてネガティブ感情を抱いていたMMI（御手洗）と EMA（前田）は，社内権力闘争を
引き起こし，FUCから経営権を奪取することに成功した。MMIとEMAを中心とした非創業者のトッ
プ・マネジメント─疑似創業チーム F─は，すでに退社していた FYO（吉田）と1947年に退
社した FUCからなる真の創業チーム Fを存在論的に一掃するにいたった。さらに1940年代後半
以降，MMIが統率する CAは，Fを認識論的にも消去するとともに Fの正当性を獲得すべく歴史
的ナラティブの修正に取り組んだ。
一方，CAは，（1） キャノンからキヤノンへのロゴの変更，（2） 1947年の創立十周年記念式典
での「CAと NIのレンズは同等」というMMIによる僭越な発言，（3） NIとの契約終結とそれに
ともなう小原工業硝子製造所からの全面的な光学ガラスの調達，といった 3つの象徴的な出来事
をつうじて，NIとのあいだに水平的関係が新たに生成したことを強調しようとしたのではない
だろうか。そして，1940年代末頃には生成されたであろうこうした水平的関係の下で CAと NI

の共進化ダイナミクスが作用するようになり，レッド・クイーン効果の生成を基盤に日本のカメ
ラ産業の発展を可能にした最も重要な原動力の 1つが生み出されたのではないだろうか。
互いに競合同士となった CAと NIは1950年代にはライカM3 に追随した結果，1956年にはキ
ヤノン VT，そして1957年にはニコン SPをそれぞれ完成させた。だが当時，日本のカメラ産業
ではコスト削減が重要な課題の 1つとなっており，当時の最高峰のドイツ・カメラを特徴づけて
いた多額の開発費用を要するレンジファインダーからの撤退・逸脱を検討せざるをえなくなった。
また，レンジファインダーには技術的な限界もあり，将来的に日本のカメラ・メーカーの強みに
なる一眼レフへの移行への経路は，このときに自然な成り行きとなった（ペンタックスギャラ
リー, 1979）。

CAは，とくにハンザキャノンを発売した1936年から高級レンジファインダーの最終機キヤノ
ン 7Sを発売した1965年にいたる約30年のあいだに，起業の発案者にして創業チームの 1人だっ
た FYOの「ドイツカメラへの挑戦」というビジョンによる組織の刷り込みを経験してきたと解
される。そうした FYOのビジョンがなければ，CAは，NIの支援をうけたにせよ，国内で小型高
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級カメラの生産をいち早く成し遂げ，独自性の高い仕方でケイパビリティ進化を実現することは
できなかったであろう（谷口・市川・フルーエン, 2023a）。

3．結語

本論文では，精機光学研究所が「開設」された1933年から，その名前を変えて精機光学工業と
して1937年に「創立」された後，キヤノンとなり60周年を迎えた1997年までを対象とし，ニコン
の前身組織の日本光学工業とのあいだの関係性の変化に焦点をあてた。ニコンの前身組織とキヤ
ノンの前身組織とのあいだには1930年代中頃，後者が前者によるレンズやレンジファインダーな
どの中核的なモジュールの供給を不可欠としていたという点で垂直的関係が生成した。だが，後
者の真の創業者の 1人にしてトップ・マネジメントだった内田三郎の働きかけと説得により，前
者の専務取締役・波多野義男は，レンズ製造に必要な一連のケイパビリティを後者へと移転し，
カメラ産業の発展に資するというワイズ・リーダーシップに依拠した大局的な戦略的意思決定を
実行した。それを機に両社間には，水平的関係が新たに生成した。
以下，こうした研究成果をふまえ，産業進化を深掘りしていくために今後取り組むべき残され
た研究課題について指摘しよう。すなわち第 1に，われわれは，1940年代末頃に両社のあいだに
新たに生成した水平的関係の下で共進化ダイナミクスが作用し，レッド・クイーン効果の生成を
つうじて日本のカメラ産業の発展が可能になったという仮説を導出した。だが，この仮説が妥当
性をもつかどうかを経験的に検証するためには，定量的な実証分析に必要なデータの利用可能性
にたいする制約が不可避的であるため，別のかたちでのリサーチ・デザインを模索する必要があ
ると思われる。
第 2に，本論文において，日本の黎明期のカメラ産業における企業間関係の変化─垂直的関
係から水平的関係への変化─がレッド・クイーン効果をもたらす最も重要な原動力の 1つとな
り，こうした共進化ダイナミクスが戦後のカメラ産業が発展していくための基礎となったと論じ
た。つまり，そうした共進化ダイナミクスをともなう競争は，「競争が組織間の適応学習を誘発
し，組織の存続可能性を高めることで，より激しく競争するようになり，それが今度はライバル
の適応学習を誘発するという継続的なプロセス」（Barnett & Pontikes, 2008: 1237-1238） として特徴
づけられる。
バーネットとポンティケスが1951年から1994年までのアメリカのコンピュータ産業を対象とし
た実証研究をつうじて明らかにしたように，マイクロコンピュータ市場，ミッドレンジコン
ピュータ市場，メインフレームコンピュータ市場といった 3つに注目して分析すると，特定の市
場で激しい競争を経験した企業は，別の市場に進出したとすれば失敗しやすい。彼らによれば，
そうした企業の激しい競争の経験は，限られた競合だけを対象にしたベンチマーキングしか行わ
ないという視野狭窄をもたらしうる。結果的に，レッド・クイーン効果をともなう競争は，企業
が変化に要するダイナミック・ケイパビリティの文脈依存性を高め，その有効性を制約してしま
う。
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したがって今後，日本のカメラ産業における競争が正のスピルオーバーをともなうレッド・ク
イーン効果をもたらすというストーリーにとどまらず，そうした競争が長期的にもたらす特定の
文脈においてケイパビリティの過剰適応とそれに関連して視野狭窄が生じうるというストーリー
をも勘案しなければならない。本論文では，日本のカメラ産業における双璧をなすニコンとキヤ
ノンの初期的な歴史的事例に焦点をあてることで，産業進化の比較制度分析（e.g., Taniguchi, 

2025）を志向した。
日本のカメラメーカーは，そもそもどのように初期的なケイパビリティ・ベースを確立したの
か（谷口・フルーエン, 2025），そしてそれらは，カメラ産業の進化にたいしてどのように貢献し，
デジタル時代においてどのようにスマートフォンの進化に対峙することになったのか（Taniguchi 

& Fruin, 2024），といった 2つの大きな問題を念頭におきながら，前述した 2つのストーリーをよ
り広範な文脈のなかに埋め込んだ分析を，今後われわれはさらに進展させていく必要があろう。
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